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資格の大原 2024 年３月 12日（火）17 時現在 

第 34回（2024 年３月検定） 

建設業経理士１級財務分析 解答速報
模範解答および採点基準は、学校法人大原学園が独自の見解で作成しており、試験機関による本試験の結果等につい

て保証するものではありません。また、予告なしに内容を変更する場合があります。模範解答等の著作権は学校法人大

原学園に帰属します。 

〔第１問〕（20点） 

  問１（10点） 

          10         20    25 

５ 

10 

流動比率は、一般に流動資産を流動負債で除することに

より算定される。２対１の原則は、流動負債を１とした

ときに、流動資産は２であることが理想的であることを

意味している。言い換えれば、流動比率は 200％以上が

理想である。これは、流動比率が銀行家比率といわれる

ほど、銀行が資金を融資する際に重視していたことに関

係があり、流動比率が 200％以上であれば、仮に流動資

産を帳簿価額の半額でしか処分できなかったとしても、

流動負債の返済が可能であるという考え方に基づいて

いる。 

問２（10点）

          10         20    25 

５ 

10 

棚卸資産滞留月数は、棚卸資産を完成工事高の月割額で

除することにより算定され、短い方が望ましいとされ

る。一般的な製造業では、製品、仕掛品、原材料のこと

を棚卸資産というが、建設業の場合は、工事材料は工事

ごとに特定発注するのが一般的であり、材料貯蔵品は少

ない。したがって、棚卸資産のうち重要となるのは未成

工事支出金である。建設業で棚卸資産滞留月数を分析す

る場合には、未成工事支出金の発生状況が工事ごとに異

なるので、受注内容を考慮しながら資金効率の良否を判

断する必要がある。 
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〔第２問〕（15点）各 3点×5ヵ所

記号（ＴまたはＦ） 

１ ２ ３ ４ ５ 

Ｆ Ｔ Ｔ Ｔ Ｆ 

〔第３問〕（20点）各 4点×5ヵ所

(Ａ) 62,500   百万円 （百万円未満を切り捨て） 

 (Ｂ) 20,300   百万円 （ 同 上 ） 

 (Ｃ) 13,000   百万円 （ 同 上 ） 

 (Ｄ)  105,740   百万円 （ 同 上 ） 

流動比率  125.13   ％ （小数点第 3位を四捨五入し、第 2位まで記入） 

〔第４問〕（15点）各 3点×5ヵ所  

問１  76,400   千円 （千円未満を切り捨て） 

問２  43,636   千円 （ 同 上 ） 

問３  54,400   千円 （ 同 上 ） 

問４  83,275   千円 （ 同 上 ） 

問５  93,807   千円 （ 同 上 ） 



無断転用・転載を禁じます。 

〔第５問〕（30点） 

    問１（20点）各 2点×10ヵ所 

Ａ 立替工事高比率 46.78  ％ (小数点第 3位を四捨五入し、第 2位まで記入) 

Ｂ 固定長期適合比率 66.65  ％ (  同  上  ) 

Ｃ 棚卸資産回転率 30.44  回 (  同  上  ) 

Ｄ 付加価値率 27.22  ％ (  同  上  ) 

Ｅ 自己資本事業利益率 1.60  ％ (  同  上  ) 

Ｆ 営業利益増減率 74.11  ％ (  同  上  ) 記号 (ＡまたはＢ) Ｂ 

Ｇ 完成工事高キャッシュ・フロー率 1.22  ％ (  同  上  ) 

Ｈ 配当性向 30.30  ％ (  同  上  ) 

Ｉ 未成工事収支比率 329.76  ％ (  同  上  ) 

Ｊ 流動負債比率 171.92  ％ (  同  上  ) 

問２（10点）各 1点×10ヵ所 

記号（ア～ム） 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10   

シ ク コ ウ ヘ フ ア エ チ ネ   


